
 

別紙１ 

平成23年度における内閣府所管独立行政法人の業務の実績 

に関する評価の結果についての意見 

 

 平成23年度における内閣府所管４法人（国立公文書館、国民生活センター、北方領土問

題対策協会、沖縄科学技術研究基盤整備機構）の業務の実績に関する貴委員会の評価の結

果についての意見は以下のとおりである。 

 

【各府省所管法人共通】 

（内部統制の充実・強化） 

平成23年度業務実績評価については、「平成23年度業務実績評価の具体的取組につ

いて」（平成24年５月21日政策評価・独立行政法人評価委員会独立行政法人評価分科

会決定）において、内部統制の充実・強化に向けた法人の長の取組に留意するととも

に、内部統制の充実・強化を含む法人の業務をモニタリングする監事の役割に着目し

て、各府省独立行政法人評価委員会（日本司法支援センター評価委員会を含む。以下

「府省評価委員会等」という。）と監事との連携について、監事監査結果を踏まえた

評価を行っているかについて特に留意することとしたところである。  

今回、内部統制に関する法人の長の取組については、全ての法人において評価がな

されていた。 

また、監事監査結果を踏まえた評価については、府省評価委員会等に対する監事監

査結果の報告状況等に着目して、その実態を整理した。その結果、下表のとおり多く

の府省評価委員会等の場に監事の出席を求め、法人の長の内部統制の取組について聴

取したり、監査内容等についての報告や監事監査報告の提供を受け評価に活用してい

る状況であった。また、府省評価委員会等の場で、監事から統制環境等の状況につい

ての報告を受けたり、法人の長のマネジメントの状況や改善すべき事項等が記載され

た監査報告書の提供を受け、これらを積極的に評価に活用している事例もみられたこ

とから、監事の出席を求めていない府省評価委員会等においては、今後の評価に当た

り監事から直接意見聴取等を行うことが望ましい。 

なお、内部統制の充実・強化に向けた法人及び府省評価委員会等の取組並びに監事

と府省評価委員会等との連携について、参考となる具体例を別紙２から別紙４のとお



 

り整理したので参考にされたい。 

 

表 監事監査結果の活用状況等 

①委員会等に監事の出席を ②委員会等に監事 ③監事監査報告書 ④その他監事監査結

求め意見聴取し、かつ、監 の出席を求め意見 の提供を受けて評 果を評価書、業務実
区分 

事監査報告書の提供を受け 聴取 価 績報告等に記載 

て評価 （①を除く） （①を除く） 

全109法人 35法人 17法人 34法人 23法人 

 (注) 平成23年度の評価対象法人数は106であるがこのうち主務省が複数ある３法人についてはダブルカ

ウントしているため109となっている。 
 

 

（保有資産の見直し） 

 法人の保有資産については、既往の政府方針等において、削減、処分等の見直しが

求められてきたところであるが、会計検査院から利用実態や保有の必要性について指

摘を受けるなど、現在でも保有の必要性等が疑われる事例が見られる。 

 このため、今後の評価に当たっては、保有資産の保有の妥当性等についてより一層

厳格な評価を行う必要がある。 

 

（評価指標の妥当性） 

 平成 23 年度の独立行政法人の業務実績に係る府省評価委員会等の評価の結果をみ

ると、法人の中期目標及び中期計画の内容が年度計画の個々の評価指標に反映されて

いない又は反映されていても妥当性に欠けるものとなっており、適切な評価となって

いない例がみられた。このため、今後の評価に当たっては、年度計画及び同計画の評

価指標に中期目標及び中期計画の内容が的確に反映されているかについてもチェック

をした上で、より一層厳格な評価を行う必要がある。 

 

 上記の事項に加え、個別に指摘すべき意見のある法人及びその内容は、以下のとおりで

ある。 

 

【国立公文書館】 

 ・ 歴史公文書等の利用については、利用サービスの一層の向上に積極的かつ戦略的に

取り組むための指針として、平成22年９月に「独立行政法人国立公文書館の保存する

歴史公文書等の利用に係る取組方針」を策定しており、23年度計画において、法人の



 

取組状況及び効果を把握するための新たな数値目標を設定している。 

しかしながら、これらの数値目標については、過去数年の実績に比べて低い水準と

なっているものがあり、評価結果においてもその妥当性について言及されていない。 

今後の評価に当たっては、過去の実績等を踏まえた目標値の妥当性についても評価

を行うべきである。 

  




